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名古屋市女性の活躍実態調査報告書 【概要版】 

 

Ⅰ 調査の概要（報告書１ページ） 

 

 

１ 調査の目的 

本市では、性別にかかわりなく個性と能力を発揮できる「男女共同参画社会」の実現

に向けて取組みをすすめている。 

本調査は市内に事業所がある企業における女性活躍推進の取組みの現状及び課題

を把握し、本市の女性活躍推進施策にかかる基礎的資料の取得及び、次期男女平等参

画基本計画策定にかかる、参考資料とすることを目的として実施した。 

２ 調査の内容 

(１） 調査の対象 

事業所母集団データベース（令和４年次ベース）における、名古屋市内所在の事業

所で、単独事業所または本所・本社・本店、かつ常用雇用者数 5 人以上の 21,992 民

営事業所のうち、5,000 事業所を調査対象とした。 

（２） 抽出方法 

従業員規模における①10 人未満、②10～100 人、③101～300 人、④301～

500 人⑤501～1，000 人、⑥1，001 人以上の各区分において、従業員規模ごとの

母数に基づいて比例割り当てした標本数を無作為抽出した。 

（３） 調査方法 

配布方法：調査票を郵送 

回答方法：郵送又はインターネットを通じて回収 

（４） 調査期間 

令和６年８月 16 日（金）～ 令和６年９月９日（月） 

３ 回収結果 

有効回答数 1，844 件 （有効回答率 36.9％）  

内、郵送回答 898 件/インターネット回答 946 件 

４ 回答事業所の属性 

裏表紙（１６ページ）のとおり 
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Ⅱ 調査結果 

 

１ 雇用状況（報告書４～８ページ） 

（１） 男女別にみた雇用形態 

◆ 全体では、正社員比率は 57.6％となっている。男女別に正社員比率をみると、「女

性」は 42.6％、「男性」は 71.7％であり、「女性」が「男性」より 29. 1 ポイント低い。 

 

 

 

（２） 産業分類別にみた男女構成 

◆ 女性比率は、「医療・福祉」が 79.4％で最も高く、次いで「サービス業」が 51.7％、

「卸売・小売業」が４９．０％となっており、「建設業」は 15.4％で最も低い。 

 

  

57.6%

42.6%

71.7%

42.4%

57.4%

28.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女計(104761)

女 性(50797)

男 性(53964)

正社員 非正規社員

15.4

30.7

49.0

79.4

51.7

38.6

84.6

69.3

51.0

20.6

48.3

61.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(6509)

製造業(12108)

卸売・小売業(27680)

医療・福祉(8732)

サービス業(48261)

その他(749)

全

体

女 性 男 性※ （ ） 内の数字は従業員数 

※ （ ） 内の数字は従業員数 
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２ 女性の活躍推進の推進状況 

２－１ 女性の活躍推進の取組状況（報告書９～12ページ） 

(1) 女性の活躍推進の重要度 

◆  女性の活躍推進について、「重視している」が 37.8％、「やや重視している」が

33.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

(2) 女性の活躍推進の取組の有無 

 ◆  女性の活躍推進について、具体的な取組を「行っている」が 32.3％、「行っていな

い」が 66.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

     （３） 取り組む理由                   （４） 取組をしていない理由 

   

  

37.8 33.8 18.6 6.8 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

重視している やや重視している あまり重視していない 重視していない 無回答

32.3 66.2 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

行っている 行っていない 無回答

60.7%

53.2%

49.7%

42.1%

36.7%

19.8%

19.3%

15.3%

13.9%

2.0%

2.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

優秀な人材を確保するため（362)

女性の意欲を向上させるため（317)

多様な人材の活用を図るため（296)

経営戦略として女性の活躍（女性の視

点等）が重要であるため（251)

女性の勤続年数を延ばすため（219)

経営トップの方針であるため（118)

男女格差を是正するため（115)

企業のイメージアップのため（91)

企業の社会的責任（ＣＳＲ）であるため

（83)

その他（12)

無回答（15)

41.3%

13.8%

9.2%

7.8%

2.7%

1.6%

0.8%

10.6%

20.4%

2.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

女性が既に活躍しやすい環境にあるか

ら（504)

女性がいない（168)

女性に管理職や高度な業務を求めてい

ないから（112)

何をしたらよいかわからないから（95)

取り組むことで得られるメリットがわから

ないから（33)

コストや労力がかかるから（19)

人事管理が複雑になるから（10)

その他（130)

特に理由はない（249)

無回答（29)

※ （ ） 内の数字は事業所数 

N=1,844 

N=1,844 

N=596（問 6 で「行っている」と回答した数） N=1,221（問 6 で「行っていない」と回答した数） 



4 
 

２－２ 女性の採用拡大（報告書 13～19ページ） 

（１） 新卒採用における女性割合（正社員）の変化 

◆ この 5 年間の新卒採用における女性割合（正社員）の変化として、「変っていない」

が 71.6％で最も高く、次いで「わからない」が 11.6％、「やや増えた」が 8.2％とな

っている。 

 

 

 

 

 

◆ 従業員規模別にみると、「かなり増えた」と「やや増えた」を合わせた「増えた」の割

合は、「301 人以上」が 38.9％で最も高く、規模が大きくなるほど高くなる傾向がみ

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 中途採用における女性割合（正社員）の変化 

◆ この 5 年間の中途採用における女性割合（正社員）の変化として、「変っていない」

が 66.6％で最も高く、次いで「やや増えた」が 16.4％、「わからない」が 7.0％とな

っている。 

 

 

 

 

 

◆ 従業員規模別にみると、「かなり増えた」と「やや増えた」を合わせた「増えた」の割

合は、「301 人以上」が４４.４％で最も高く、規模が大きくなるほど高くなる傾向がみ

られる。  

 

 

 

 

 

 

 

  

2.3

5.7

8.0

8.3

8.2

20.8

33.3

36.1

74.4

64.4

48.3

44.4

0.8

1.2

3.4

5.6

1.1

0.8

0.0

2.8

9.7

5.2

6.9

2.8

3.5

2.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(711)

10～100人(949)

101～300人(87)

301人以上(36)

かなり増えた やや増えた 変わっていない やや減った

かなり減った わからない 無回答 ※ （ ） 内の数字は事業所数 

N=1,844 

4.4 16.4 66.6
1.2

1.0
7.0 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

かなり増えた やや増えた 変わっていない やや減った

かなり減った わからない 無回答

2.0 8.2 71.6 1.1 1.2 11.6 4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

かなり増えた やや増えた 変わっていない やや減った

かなり減った わからない 無回答
N=1,844 

0.3 

2.6 

4.6 

16.7 

2.5

11.0

21.8

22.2

77.5 

71.0 

50.6 

52.8 

0.8

0.7

4.6

5.6

1.3 

1.4 

0.0 

0.0 

13.6

10.1

14.9

2.8

3.9

3.2

3.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(711)

10～100人(949)

101～300人(87)

301人以上(36)

かなり増えた やや増えた 変わっていない やや減った

かなり減った わからない 無回答 ※ （ ） 内の数字は事業所数 
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２－３ 女性の就業継続（報告書 20～27ページ） 

（１） 妊娠・出産に伴う女性正社員の就業継続状況 

◆ 「その他」を除き、「ほとんどの者が出産後も、正社員として働き続けている」が

25.5％で最も高く、次いで「これまで正社員として出産後に働き続けた者は１人もい

ない」が 16.4％、「出産後に正社員として働き続けている者は少ない」が 8.4％とな

っている。 

 

 

◆ 従業員規模別にみると、「ほとんどの者が出産後も、正社員として働き続けている」

は「301 人以上」が 91.7％で最も高く、規模が大きくなるほど高くなる傾向がみられ

る。 

 

  

※ （ ） 内の数字は事業所数 

14.8

28.5

58.6

91.7

3.8

8.6

16.1

2.8

6.5

9.4

11.5

2.8

19.4

16.4

2.3

0.0

45.0

32.9

10.3

2.8

10.5

4.2

1.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満（711）

10～100人（949）

101～300人（87）

301人以上（36）

ほとんどの者が出産後も、正社員として働き続けている

妊娠または出産を機に離職する者もいるが、出産後も正社員として働き続ける人の方が多い

出産後に正社員として働き続けている者は少ない

これまで正社員として出産後に働き続けた者は１人もいない

その他

無回答 ※ （ ） 内の数字は事業所数 

25.5 6.7 8.4 16.4 35.7 7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

ほとんどの者が出産後も、正社員として働き続けている

妊娠または出産前に離職する者もいるが、出産後も正社員として働き続ける人の方が多い

出産後に正社員として働き続けている者は少ない

これまで正社員として出産後に働き続けた者は１人もいない

その他

無回答 N=1,844 
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（２） 女性の継続就業を推進する上での課題 

◆ 「特にない」が 43.9％で最も高く、次いで「女性本人が希望しない」が 20.3％、

「出産や育児で長期休業したときに代替要員が確保できない」が 18.9％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 産業分類別にみると、「特にない」を除き、「建設業」「製造業」「その他」では、「女性

が担当できる仕事が限られている」、「医療・福祉」「その他」では、「出産や育児で長

期休業したときに代替要員が確保できない」が高くなっている。 

◆ 従業員規模別にみると、いずれの規模でも「女性本人が希望しない」の割合が高く

なっており、規模が大きいほど高くなっている。 

＜産業分類別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜従業員規模別＞ 

  

※ （ ） 内の数字は事業所数 

20.3%

18.9%

15.1%

8.9%

3.7%

3.5%

3.1%

2.7%

2.7%

2.2%

2.1%

43.9%

5.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

女性本人が希望しない（375)

出産や育児で長期休業したときに

代替要員が確保できない（349)

女性が担当できる仕事が限られている（279)

長時間労働が多く、家庭との両立が難しい（164)

管理職の意識が伴わない（69)

業績に直接反映されない（64)

交代勤務や夜勤が多い（58)

経営者（トップ）の意識が伴わない（50)

男性の家事・育児等参加への理解・

意識が伴わない（49)

継続就業（育児休業からの復帰支援など）

に関する支援がない（41)

その他（39)

特にない（810)

無回答（103)

区分
                    「特にない」を除き、割合が高い事項
                     ※ （ ） 内の数字は回答割合

10人未満 女性本人が希望しない(16.3%)

10～100人 女性本人が希望しない(21.9%)

101～300人 女性本人が希望しない(25.3%)

301人以上 女性本人が希望しない(33.3%)

区分
                    「特にない」を除き、割合が高い事項
                     ※ （ ） 内の数字は回答割合

建設業 女性が担当できる仕事が限られている（31.1%）

製造業 女性が担当できる仕事が限られている（27.1%）

卸売・小売業 女性本人が希望しない（24.8%）

医療・福祉 出産や育児で長期休業したときに代替要員が確保できない（26.5%）

サービス業 女性本人が希望しない（19.9%）

その他
女性本人が希望しない（12.9%）
女性が担当できる仕事が限られている（12.9%）
出産や育児で長期休業したときに代替要員が確保できない（12.9%）

N=1,844 
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（３） 女性の継続就業を推進する上で必要と考える取組 

◆ 「特にない」が 26.0％で最も高く、次いで「女性のモチベーション（やる気・熱意）

や職業意識を高めるための研修機会の付与」が 16.2％、「短時間勤務や変則時

間勤務（フレックスタイム・時差勤務等）制度の整備」が 13.0％となっている。 

 

 

  

※ （ ） 内の数字は事業所数 

16.2%

13.0%

12.6%

11.8%

11.3%

8.0%

7.5%

6.3%

4.9%

4.6%

4.5%

4.1%

4.1%

3.1%

1.8%

0.5%

1.3%

26.0%

24.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

女性のモチベーション（やる気・熱意）や

職業意識を高めるための研修機会の付与（299)

短時間勤務や変則時間勤務（フレックスタイム・

時差勤務等）制度の整備（240)

育児・介護休業法を上回る制度の導入や

休業後の復帰に当たっての支援（233)

超過勤務削減などワーク・ライフ・

バランスを促進させる取組（218)

ロールモデル（手本となる先輩社員）の育成（208)

セクシュアル・ハラスメント防止など職場環境の整備（147)

テレワーク（在宅勤務等）の導入・拡大（139)

公正・透明な人事管理制度、評価制度の構築（116)

健康課題に関する支援（90)

メンター（指導者・助言者）制度の導入（85)

男性の家事・育児等参加への理解・意識改革（83)

OJT及びOffJTの人材育成の機会を男女同等に与えること（75)

女性の継続就業を推進するための目標の設定（75)

採用、昇進、配置において女性が満たしにくい

要件（転勤要件など）の緩和（58)

ジョブローテーションの採用（34)

転勤先の希望を考慮する等の転勤時の配慮、

転居を伴う転勤の際に夫婦帯同を認めること（10)

その他（24)

特にない（479)

無回答（451)

N=1,844 
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２－４ 女性の管理職登用（報告書 28～36ページ） 

（１） 登用状況 

◆ 女性管理職比率は 13.4％、女性役員比率は 26.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 女性管理職数（課長相当職、部長相当職）の変化 

 ◆ この 5 年間の女性管理職数（課長相当職、部長相当職）の変化として、「変化はな

い」が 77.1％で最も高く、次いで「20％以上増加」が 3.6％、「5％未満増加」が

2.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

◆ 従業員規模別にみると、「20％以上増加」「10～20％未満増加」「5～10％未満

増加」「5％未満増加」を合わせた「増加傾向」の割合は、「301 人以上」が 47.2％で

最も高く、規模が大きくなるほど高くなる傾向がみられる。 

  

31.3%

14.0%

12.2%

13.4%

26.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

主任・係長相当職

課長相当職

部長相当職

管理職（課長・部長）

役 員

N=1,844 

1.5

4.2

8.0

19.4

0.4

2.5

5.7

2.8

0.6

2.3

6.9

11.1

0.3

3.3

12.6

13.9

80.6

77.1

64.4

44.4

0.6

0.3

0.2

0.4

0.7

1.1

8.3

15.9

9.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満（711）

10～100人（949）

101～300人（87）

301人以上（36）

20％以上増加 10～20％未満増加 5～10％未満増加 5％未満増加 変化はない

5％未満減少 5～10％未満減少 10％以上減少 無回答 ※ （ ） 内の数字は事業所数 

3.6 

2.0

2.0

2.8

77.1
0.3

0.2

0.8
11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

20％以上増加 10～20％未満増加 5～10％未満増加 5％未満増加

変化はない 5％未満減少 5～10％未満減少 10％以上減少

無回答
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（３） 女性を管理職に登用する上での課題 

◆ 「特にない」が 44.4％で最も高く、次いで「女性本人が希望しない」が 19.4％、

「女性が担当できる仕事が限られている」が 11.1％となっている。 

 

（４） 女性本人が管理職への登用を希望しない理由 

◆ 「責任が重いため」が 69.6％で最も高く、次いで「家事・育児等による制約が多い

ため」が 28.5％、「必要な知識や経験、判断力等を有していないため」が 24.3％と

なっている。 

  

19.4%

11.1%

9.8%

9.3%

7.2%

5.2%

3.9%

3.0%

2.7%

2.2%

1.8%

1.5%

0.3%

2.0%

44.4%

10.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

女性本人が希望しない（358)

女性が担当できる仕事が限られている（204)

女性の人材育成ができていない（181)

女性の採用が少なく人材が不足している（172)

長時間労働が多く、家庭との両立が難しい（132)

出産や育児で長期休業したときに代替要員が確保できない

（96)

管理職の意識が伴わない（72)

経営者（トップ）の意識が伴わない（56)

結婚・出産等で退職する女性が多く人材が不足している（49)

業績に直接反映されない（41)

交代勤務や夜勤が多い（33)

男性からの理解が得られない（28)

業績が悪くなるおそれがある（6)

その他（36)

特にない（819)

無回答（194)※ （ ） 内の数字は事業所数 

N=1,844 

※ （ ） 内の数字は事業所数 

69.6%

28.5%

24.3%

20.4%

16.8%

15.9%

15.6%

7.0%

6.7%

3.9%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

責任が重いため（249)

家事・育児等による制約が多いため（102)

必要な知識や経験、判断力等を有していないため（87)

職場にロールモデルがいないため（73)

時間外労働が多いため（60)

働く時間や場所の選択など柔軟な働き方ができないため（57)

人材育成への苦手意識があるため（56)

出張、転勤に対応するのが難しいため（25)

その他（24)

わからない（14)

無回答（4)

N=358（問 14 で「女性本人が希望しない」と回答した数 
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（５） 女性を管理職に登用するために必要と考える取組 

◆ 「特にない」が 38.7％で最も高く、次いで「女性の継続就業（育児休業等からの職

場復帰など）」が 20.0％、「超過勤務削減などワーク・ライフ・バランスを促進」が

14.8％となっている。 

 
 

 

 

  

20.0%

14.8%

13.0%

12.8%

11.9%

9.5%

6.5%

6.2%

5.2%

4.8%

4.6%

3.7%

3.6%

2.1%

0.8%

1.2%

38.7%

10.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

女性の継続就業（育児休業等からの職場復帰など）

に関する支援（369)

超過勤務削減などワーク・ライフ・バランスを促進

させる取組（272)

女性のキャリア形成や管理職等を養成するための

研修機会の付与（240)

女性の採用（新規・中途）を増やす取組（236)

ロールモデル（手本となる先輩社員）の育成（219)

公正・透明な人事管理制度、評価制度の構築（175)

セクシュアル・ハラスメント防止など職場環境の

整備（119)

男性に対する女性の活躍の必要性についての

理解促進（114)

男性の家事・育児等参加への理解・意識改革（96)

メンター（指導者・助言者）制度の導入（89)

女性の管理職登用に係る目標の設定（84)

採用、昇進、配置において女性が満たしにくい

要件（転勤要件など）の緩和（68)

OJT及びOffJTの人材育成の機会を男女同等に

与えること（66)

ジョブローテーションの採用（39)

転勤先の希望を考慮する等の転勤時の配慮、

転居を伴う転勤の際に夫婦帯同を認めること（15)

その他（23)

特にない（713)

無回答（201)

※ （ ） 内の数字は事業所数 N=1,844 
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２－５ 女性活躍のメリットや業績への影響（報告書 37～45ページ） 

（１） 女性の活躍推進によるメリット 

◆ 「女性のモチベーション（やる気・熱意）が向上した」が 41.8％で最も高く、次いで

「仕事の効率化や業務の改善が進んだ」が 31.0％、「仕事と家庭の両立がしやすく

なった」が 30.4％となっている。 

 
 

（2） 業績への影響 

◆ 女性正社員数が「増加」している企業の方が、「変化はない」「減少」よりも、「売上

高」及び「経常利益」が増加、「生産性」が向上した企業の割合が高くなっている。 

 

41.8%

31.0%

30.4%

28.2%

26.3%

25.8%

25.5%

17.3%

11.9%

5.5%

3.2%

1.2%

9.1%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

女性のモチベーション（やる気・熱意）が向上した（249)

仕事の効率化や業務の改善が進んだ（185)

仕事と家庭の両立がしやすくなった（181)

社員の勤務年数が長くなり、職場内にノウハウが蓄積した（168)

社内の雰囲気が良くなった（157)

人材が確保しやすくなった（154)

職場環境が改善した（152)

企業イメージが良くなった（103)

男性に良い刺激となった（71)

新たな商品やサービスの開発につながった（33)

販路拡大につながった（19)

その他（7)

特にない（54)

無回答（18)

※ （ ） 内の数字は事業所数 N=596（問 6 で「行っている」と回答した数） 

20.8%

28.5%

30.9%

17.5%

26.8%

32.4%

37.2%

47.8%

62.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

過去３年間の「生産性」が

向上した企業の割合

過去３年間の「経常利益」が

増加した企業の割合

過去３年間の「売上高」が

増加した企業の割合

女性正社員数「増加」 女性正社員数「変化はない」 女性正社員数「減少」
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３ 仕事と家庭の両立 

３-１ 男性の育児休業取得（報告書 56～60ページ） 

（１） 育児休業等取得率 

◆ 育児休業の取得率は、「男性」が 54.7％、「女性」が 97.2％となっており、「男性」

が 42.5 ポイント低くなっている。 

◆ 平均取得日数は、「男性」が 33.3 日、「女性」が 327.6 日となっている。 

 

 育児休業 

男 性 女 性 

配偶者が出産 

した従業員 
810 人 

出産した 

従業員 
651 人 

取得者数 443 人 633 人 

取得率 54.7％ 97.2％ 

平均取得日数 33.3 日 327.6 日 

 

（２） 男性が育児休業等を取得する上での課題 

◆ 「特にない」が 43.1％で最も高く、次いで「代替職員の確保が難しい」が 30.0％、

「男性本人が希望しない」が 14.6％となっている。 

 

 

  

30.0%

14.6%

13.8%

7.9%

5.3%

3.4%

3.0%

2.4%

1.5%

2.6%

43.1%

6.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

代替職員の確保が難しい（554)

男性本人が希望しない（270)

男性本人しかできない業務がある（255)

業績が悪くなるおそれがある（145)

長時間労働が多く、仕事との両立が難しい（98)

経営者（トップ）の意識が伴わない（62)

管理職の意識が伴わない（56)

交代勤務や夜勤が多い（44)

業績に直接反映されない（27)

その他（48)

特にない（794)

無回答（121)

※ （ ） 内の数字は事業所数 N＝1,844 
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（３） 男性の育児休業等の取得を男性本人が希望しない理由 

◆ 「配偶者や親族等、自分以外に育児を担う人がいる」が 47.0％で最も高く、次い

で「給料・ボーナスを減らしたくない」が 44.4％、「業務が繁忙で職場の人手が不足

している」が 42.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

３－２ 働き方（報告書 61～70ページ） 

（１） 前事業年度における正社員の年次有給休暇取得率 

◆ 「70～100％」が 23.4％で最も高く、次いで「50～70％未満」が 17.8％、

「100％」が 15.8％となっている。 

全 体 30％未満 
30～50％ 

未満 

50～70％ 

未満 

70～100％ 

未満 
100％ 無回答 

1,844 216 172 328 431 292 405 

100.0% 11.7% 9.3% 17.8% 23.4% 15.8% 22.0% 

（２） 平均残業時間の把握 

◆ 「正社員」の平均残業時間について、「把握している」が 74.3％、「把握していない」

が 16.6％となっている。 

 

 

 

 

 

◆ 「管理職」（課長相当職、部長相当職）の平均残業時間について、「把握している」 

が 58.0％、「把握していない」が 29.0％となっている。 

 

 

 

 

58.0 29.0 13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

把握している 把握していない 無回答

47.0%

44.4%

42.6%

17.4%

15.9%

14.8%

13.7%

5.9%

3.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

配偶者や親族等、自分以外に育児を担う人がいる（127)

給料・ボーナスを減らしたくない（120)

業務が繁忙で職場の人手が不足している（115)

制度や手続きについて理解していない（47)

昇給・昇任など、今後のキャリア形成に悪影響が

ありそうだと考えている（43)

職場が育休を取得しづらい雰囲気がある（40)

育児休業等を取得しなくても育児参加しやすい

環境がある（37)

その他（16)

無回答（10)

74.3 16.6 9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

把握している 把握していない 無回答
N＝1,844 

N＝1,844 

※ （ ） 内の数字は事業所数 N＝270（問 18 で「男性本人が希望しない」と回答した数） 
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（３） ワーク・ライフ・バランスを推進する上での課題 

◆ 「特にない」が 37.3％で最も高く、次いで「育児休業や介護休業などによる代替要

員の確保が難しい」が 28.4％、「職場で周りの人の業務量が増える」が 26.1％とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ハラスメント対策（報告書 71～73ページ） 

 ◆ パワハラや、セクハラ、マタハラなどに関する取組状況について、「とりたてて必要性   

は感じておらず、取組を行う予定はない」が 38.0％で最も高く、次いで「防止策や対

応策等、すでに何らかの取組を実施している」が 30.2％、「必要性は感じているが、

取組は進んでいない」が 18.7％となっている。 

 
 

30.2 7.2 18.7 38.0 6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2

防止策や対応策等、すでに

何らかの取組を実施している

防止策や対応策等、何らかの

取組を今後実施予定

必要性は感じているが、

取組は進んでいない

とりたてて必要性は感じて

おらず、取組を行う予定はない

無回答
N＝1,844 

28.4%

26.1%

10.7%

6.3%

5.9%

5.3%

5.2%

4.6%

4.1%

3.9%

3.6%

3.4%

2.7%

1.8%

37.3%

7.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

育児休業や介護休業などによる代替要員の確保が難しい

（524)

職場で周りの人の業務量が増える（481)

収入が減ることなどへの不安があり、従業員が制度の

利用を望まない（197)

制度の導入に伴い、コストが増大する（勤務管理の複雑化

などによる運用負荷など）（117)

現場管理職が従業員をマネジメントすることが難しくなる（108)

取引先の理解が得られない（98)

職場に理解が得にくい雰囲気がある（95)

導入・実施の効果を企業として数値等で把握しにくい（85)

残業をいとわず働き続ける人が評価される風潮がある（75)

社会サービス（土日や夜間の保育等）が不足している（71)

経営者（トップ）の意識が伴わない（66)

情報やノウハウ不足により制度の導入や運用が難しい（63)

管理職の意識が伴わない（50)

その他（33)

特にない（688)

無回答（129)

N＝1,844 ※ （ ） 内の数字は事業所数 
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５ 行政の取組（報告書 74～78ページ） 

◆ 女性活躍推進のため、行政に充実を期待する施策について、「特にない」が 28.4％

で最も多く、次いで「子育て環境（保育所等）を整備する」が 20.6％、「女性の活躍に

取り組む企業への助成を行う」が 14.3％となっている。 

 

 

 

 

 

20.6%

14.3%

14.1%

9.3%

8.9%

6.6%

5.8%

5.7%

5.7%

5.2%

4.9%

4.4%

4.1%

3.7%

2.7%

2.1%

1.7%

1.6%

1.6%

1.5%

1.4%

1.3%

28.4%

24.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

子育て環境（保育所等）を整備する（380)

女性の活躍に取り組む企業への助成を行う（263)

女性が働きやすい職場環境づくりに向けて女性特有の

健康課題への理解促進・支援に取り組む（260)

働きたい女性が就業調整を意識しなくて済む

仕組み等の構築（172)

女性の再就職支援を行う（165)

ワーク・ライフ・バランスの啓発を行う（121)

行政が率先して、女性の活躍促進に取り組む（107)

女性活躍の先進事例等のメリットを企業に情報提供する（106)

女性管理職を養成するセミナーを実施する（105)

男性の家事参加への理解・意識改革や男性の

育児休業の取得促進（95)

働く女性同士の情報交換や異業種交流などの

ネットワークを構築する（91)

女性の活躍に取り組む企業の公共調達の優遇策を

導入する（81)

学校等においてキャリア教育を行う（75)

経営者向けのセミナーなどを開催する（68)

職場における性別による無意識の思い込み

（アンコンシャス・バイアス）の解消に向けた啓発（50)

テレワークの導入促進（39)

女性デジタル人材の育成などリスキリングの推進（32)

女性活躍を推進するアドバイザーなどを企業に派遣する（30)

女性活躍に取り組む企業の表彰及びＰＲをする（29)

女性起業家の育成・支援（28)

保護者向けに男女共同参画意識を持ってもらう

ための啓発を行う（25)

その他（24)

特にない（523)

無回答（447)

※ （ ） 内の数字は事業所数 
N＝1,844 
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■ 回答事業所の属性（報告書２～３ページ） 

（１） 産業分類別事業所数・割合 

 

    （2） 従業員規模別事業所数・割合 

 

 

 

 

 

   回答数 構成比 

農業、林業 2 0.1% 

漁業 0 0.0% 

鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0% 

建設業 254 13.8% 

製造業 251 13.6% 

電気・ガス・熱供給・水道業 5 0.3% 

情報通信業 45 2.4% 

運輸業、郵便業 56 3.0% 

卸売業 168 9.1% 

小売業 94 5.1% 

金融業、保険業 18 1.0% 

不動産業、物品賃貸業 37 2.0% 

学術研究、専門・技術サービス業 108 5.9% 

宿泊業 3 0.2% 

飲食サービス業 86 4.7% 

生活関連サービス業、娯楽業 38 2.1% 

教育、学習支援業 63 3.4% 

医療、福祉 313 17.0% 

複合サービス事業 6 0.3% 

サービス業（他に分類されないもの） 251 13.6% 

無回答 46 2.5% 

 計 1,844 100.0% 

本調査における６分類 日本標準産業分類 

１．建設業 建設業 

２．製造業 製造業 

３．卸売、小売業 卸売業、小売業 

４．医療、福祉 医療、福祉 

５．サービス業 

情報通信業、運輸業、郵便

業、不動産業、物品賃貸業、

学術研究、専門・技術サービ

ス業、宿泊業、 飲食サービ

ス業、生活関連サービス業、

娯楽業、教育、学習支援業、

サービス業（他に分類されな

いもの） 

６．その他 
上記（１～５）に分類されない

もの 

① 10 人未満     ② 10〜100 人 

③ 101〜300 人  ④ 301 人以上 
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本調査においては、従業員規模による 

回答傾向を分析するため、従業員規模

を以下の４つに区分した。 

本調査においては、産業分類による回答傾

向を分析するため、日本標準産業分類を、

便宜的に以下の６分類に区分した。 

10人未満

(711)

38.6%
10～100人

(949)

51.5%

101～300人

(87)

4.7%

301人以上

(36)

2.0%

無回答

(61)

3.3%

※ （ ） 内の数字は 

    事業所数 N＝1,844 


